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戦間期における大阪商船の航路政策
日英海運企業の比較経営史的覚書
杉峙京太
1．はじめに
　近年，日本における海運企業の経営史研究の発展には眼を見はらせるもの
がある。海事産業研究所の編纂による日本海運史研究叢書は，今日における
その到達点を示すものといえよう！1）他方，若干旧聞に属するが，イギリス
でも近年，同国海運企業の経営史をめぐり，いくつかの研究が発表されてお
り！2）第一次大戦から1930年代にいたる，いわゆる戦間期の日英海運業の動
向を，個別企業のビヘイビアに沿って比較史的に解明しうる条件が生まれて
いる。
　本稿は，このような日英における昨今の研究動向に沿いつつ，戦間期の両
国の海運企業の対踪的動向のはらむ問題点のいくつかを覚書として整理する
ことを目的としている。その際，われわれの立脚する問題意識は，第一次大
戦後の恐慌以後船腹過剰と運賃暴落により，イギリス海運がi曼性的ともいう
べき不況下にあったのに比して，日本海運は，戦後恐慌，1927年金融恐慌，
1930年世界恐慌下Q金輸出解禁という危機をいかにして克服することが可能
であったのか，そして1939年に英帝国海運委員会がその報告書『東洋におけ
る英国海運』において慨嘆したような，スエズ以東パナマにいたる海域での
日本船跳梁の理由は奈辺にあったのかという点にある！3）
　周知のように戦間期におけるこのような英国海運の世界的比重の低下は早
くから指摘されてきたところであった。ちなみに，大戦前におけるイギリス
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の保有船腹量は，1914年において，1889万2千総トンで，世界の総保有船腹
量の42％を占めていたのに対し，29年には，保有船腹量2004万6千総トンに
して世界に占める比率は30％に低下し，さらに1939年には27％にまで低下し
たのである。一方同時期の日本の保有船腹量は1914年には170万8千総トン
で世界の3．8％であったものが，39年には562万9千総トンで世界の8．5％
へと躍進したのであった！4）勿論，このような保有船腹量の量的比較は，船
種，船令別等の細部にわたっての検討が必要であり，概括的な保有トン数の
比較がそれほど意味を持ちえないことはいうまでもないが，ここではかかる
直観的理解が，この時期の日英海運の対躁的動向に背反するものではないこ
とを確認するだけでも十分なのである。
　このような戦間期における英国海運の停滞，あるいは長期的にいえばその
衰退については，すでに論じつくされた感もある。例えば1935年，38年に出
版されたB痂α∫η吻1）叩γe諭0ηとB痂α彪肋RεCO砂e矧は，英国海運業衰退
の原因として，第一に世界貿易におけるイギリスの比重の低下を，第二に大
戦後の船腹過剰による不定期船の運賃の下落と石炭輸出の不振により，イギ
リス海運が重大な打撃をうけたのに対し，アメリカ・日本等は国家的補助金
政策の下で，競争力を強化しえた点をあげている！5）
　英帝国海運委員会報告『東洋における英国海運』もその姿勢は一貫してい
る。ここではアジア海域における日本商船の競争力強化の要因として，円為
替低落と生活水準の低位による船費の低廉，厚い国家補助，高度に組織化さ
れた財閥（縦断的結合）と連合会（横断的結合〉が，非組織的なイギリス船
主一貿易商一銀行業者に対してもつ優位性といった点が強調されるのだが，
そこには自由主義的イギリス海運対国家主義的日本及びその他海運という図
式が色濃く浮びあがってくるといってよい！6）
　これに対してスターミーは『英国海運と国際競争』の中で，「イギリスの
海運業もまた，国家主義の影響をうけずにはいなかった」として，日本の成
功は，一部は補助金，一部に低賃金があったとしても大部分は能率と企業心
によるものであると指摘した！7）
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　以上の議論に対して，中川教授は，英帝国海運委員会報告のあげた要因の
うち，円為替の下落をのぞいて否定し，戦間期の長期海運不況下での日本海
運業の発展を，従来イギリス船主が主張してきたような「有利な条件」によ
るものではなく，大戦後過剰船腹と化した古船を買いとり貸船を行うオウナ
ーと，大量の傭船船腹を運航するオペレーターとによって社外船船腹の大半
が組織化され，膨大な古船船腹を効率的に運航しきった組織性と企業者精神
こそイギリスの不定期船主になかったものであり，それがこの時期の日英海
運の動向を決したとする見解を発表された！8）教授のこの見解は，定期船と
不定期船の運航形態の区別をあいまいにしたままの従来の議論に対して，自
由市場としての不定期船部門に論点をすえることで，政府補助金政策説や低
賃金説を封じ，日英海運企業に共通な土俵を設定したうえで，日本企業の優
位性を説くという点で，きわめて説得力に富む創見であったし，社外船の持
つ重要な位置を解明された点で大きな意義がある。しかし，他方で，そのオ
ペレーター・オウナー関係を強調されるあまり，社船の定期航路における経
営活動の意義が多少あいまいになったようにも思える。例えば，先にあげた
『東洋における英国海運』でアジア貿易におけるイギリス不定期船の総収入
は，同方面におけるイギリス船総収入の2割にあたるとしており，むしろそ
の問題意識は定期航路におけるイギリス海運の動向におかれていたと考えら
れるのである！9）このため不定期船からのアプローチだけでは，同委員会報
告の議論と十分にかみ合わないおそれが生ずる。また戦間期の大阪商船の活
発な航路拡充政策が，その後社外船の定航部門への参入に際して踏襲されて
いくことを顧みるとき，むしろ社船について考察することが，中川教授の議
論を補うことになるようにも思われる！10）
　以上のような理由から，われわれは特にこの時期の大阪商船をとりあげ，
その活発な航路拡充政策と，それを可能とした船舶建造政策にみられる旺盛
な経営活動を考察していくこととする。それによって，同時期のイギリス海
運企業との比較を行うこともまた可能となるからである。
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　2．大阪商船の航路政策
　戦間期における大阪商船の経営活動の特徴は，端的にいって既設航路への
割り込みと新航路開設を軸とする遠洋定期航路政策と，また，それと表裏一
体をなすころの船舶建造政策にあったといってよい。
　1）既設航路への割り込み
　第一次大戦は日本海運発展の画期をなしたが，とりわけ大阪商船の躍進に
は目ざましいものがあった。欧州船がアジア海域から退き，各航路で船腹不
足を生じたのを契機に，大阪商船は大量の船舶建造による船腹拡充と，従来
タコマ線とボンベイ線のみであった遠洋航路網の拡張を図り，日本郵船を急
追した！11）その保有船腹量は，1916年の三菱長崎造船所，大阪鉄工所への95
00トン級貨客船4隻をはじめとする大量発注や，船舶購入を通じて急激な増
加をとげた。ちなみに100総トン以上の船舶についての保有船腹量をみると，
1914年には日本郵船が90隻35万9千総トン，大阪商船の105隻18万6千総ト
ンであったのに対し，1921年には，日本郵船の105隻53万3千総トン，大阪
商船の130隻40万5千総トンヘと両者の差は縮まっていた！12）大阪商船は，
こうした大型船を投入して，大戦中から戦後期にかけて，豪州航路・欧州航
路・カルカッタ航路等，日本郵船既設航路への参入を図ったのである。勿論，
この時期には，大阪商船自らの既設航路の充実が行われたことはいうまでも
ない。また1916年末には南米東岸線が開設されたが，そのことはまた後にふ
れるとして，ここでは豪州・欧州・カルカッタ航路における参入の問題につ
いて多少詳しくふれてみよう。
　豪州航路は1896年に日本郵船が政府の特定航路として受命して以来，日本
郵船が独占してきたが，1916年10月大阪商船は，3隻使用，月1回定期として
開航，第一船南京丸（3185総トン）をシドニー・メルボルン・アデレード向
横浜から差建てた。この割込に対して日本郵船は，延戻し制を採用して荷主
を牽制するとともに，臨時船を増配して船腹を充当し大阪商船に対抗した。
このような激しい競争ののち，1917年末，大阪商船と日本郵船は運賃協定を
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結び，さらに社外船を排除するため，Eastem＆AustralianS．S。＆Co，を加
えた3社により豪州航路同盟を結成して，往航運賃期末1割延戻し制を採用
し，ここに大阪商船の割込が完了したのであった！13）
　ところが急激な出荷増が続くなかで，1918年初頭には「同航路の阪神滞貨
は3万トンを突破し，郵船・商船の船腹だけでは到底消化しきれない状態と
なり，臨時船の運賃は昂騰して郵船250シル，商船120円～130円見当に暴騰
した！子）こうしたなかで社外船太洋海運が新たに同航路への割込みを図った
ため，同盟側は臨時船の差建てと荷主に対する新たな運賃1割延戻しという
対抗策を講じ，以後1年半にわたり，両者の間に激烈な競争が展開されるこ
ととなった！15）
　1919年に入ってからもこの競争は続き，豪州小麦の輸入増加のため復航運
賃は100シルから120シルヘと騰貴したのに対し，往航運賃は20シルに低迷
したまま推移し，さらにE。＆A．の配船復旧と，そのP．＆0．の合併が明らか
となるなかで，郵船・商船の両社も太洋海運の加盟を認めて運賃の回復を図
る方が有利であるとして交渉を再開し，結局，同年9月に同社の同盟加入が
承認された。その後同盟運賃は回復して10月には50シルに引上げられ，同航
路はようやく安定をみたのである！l6）
　このように豪州航路における日本船の激烈な競争は，日本郵船の既設航路
への大阪商船の割込みと社船同盟の形成，この同盟への社外船の割込みとい
う基本的パターンを示すものとして重要である。なぜなら日本郵船を追走す
る大阪商船も同時に社外船に追われる立場に位置せざるをえなかったのであ
り，そうした競争の構図こそ，後に見るように，この時期のイギリス海運業
がすでに失ってしまったものだったからである。
　この豪州航路においては，その後太洋海運が戦後恐慌下において定期航路
を維持できず，休航に追いこまれたが，その後も新たな競争が続いた。1923
年，従来香港・豪州間に配船していたAustralian　Oriental　Lineが日本まで
航路を延長し日本豪州同盟に加入することを求めたが，同盟はこれを拒絶し
その割込みに対して，延戻し制による防戦を行い，これを退けた！17）ところ
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が1924年4月，山下汽船とKラインが，KKK山下ラインの名のもとに同盟と
競争関係に入り，往航運賃の切下げと，同航路の主要貨物である羊毛の復航
積取りを行うと同航路の運賃市場は再び混乱した。このため同盟側は翌25年
10月には，JAL（JapanAustralianLine）の名の下での，山下・国際・川崎の
3社プール計算方式による月1回の提携配船を承認し売のである！18）
　このような大阪商船の郵船既設航路への参入と社外船による追走は他の航
路においても多かれ少なかれ共通していたといってよいが，それぞれの航路
の歴史性によって，おのずとちがいもあった。次に見る欧州航路は，歴史も
古くその参入にも厳しいものがあった。
　日本・欧州航路は，1896年に日本郵船の土佐丸が第一船として横浜を出航
して以来，同社の開拓によるところが大きかったが，大戦を機に大阪商船も
参入を図り，1915年すでに欧州同盟に加入していた日本郵船を通じて同盟加
入を申し込んだが拒絶された。しかし，1918年に入るとマルセイユ出荷の急
増をとらえて，4月にボンベイ・マルセイユ線を開始し，さらに9月には横
浜を起点とする横浜・マルセイユ線に延長し，ボンベイ・ゼノア線を含めて
これを南欧州線と総称した。さらに12月には，あるたい丸を第一船として，
横浜・ロンドン線を開始すると共に，同盟への強力な働きかけを行い，翌19
19年1月，大阪商船の欧州同盟への加入が最終的に認められたのであった！l9）
大阪商船の欧州・極東往航同盟（欧州より海峡地・中国・日本）での発船権
は年13隻であったが，郵船は英西岸より年13隻，東岸より年40隻，大陸発船
は無制限であった。欧州・極東復航同盟（海峡地・中国・日本より欧州へ）
でもほぼ同様で，大阪商船の発船権は年13隻に対し，日本郵船のそれは無制
限と，大阪商船のそれは少なからぬ制約をうけたものであったが，いずれに
せよ，こうして欧州航路への参入を平和裏に果たしたのである！20）
　その後の同航路への日本船の参入としては，Kラインの欧州・極東復航同
盟加入と欧州・日本航路の開設があった。同社はトランパーとして，南米・
北米両岸・豪州からヨーロッパ向穀物の積取りにより大西洋に進出していた
が，これら欧州就航路の日本向帰還配船を定期航路の下で有利に行うために，
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日本郵船を経由して欧州・極東復航同盟と交渉した。結局，大西洋における
同社の不定期船就航の実績が評価され，21年12月，年9隻を限度に日本郵船
から発船権を借受けるという条件の下で承認をうけ，翌22年1月，ハンブル
グ発ぼすとん丸を第一船として航路が開設されたのであった！21）
　このような欧州航路への参入が格式ゆえの厳しさであったとすれば，アジ
ア・太平洋地域での割込みはより激烈な実力競争の様相を帯びていた。イギ
リス帝国が長年にわたり育成してきたインド航路については特にそのことが
いえる。ここでは主として商権に由来する参入障壁の高さ故に日本郵船や大
阪商船の割込みも困難を極めたが，ひとたび加入した後も，インド貿易をめ
ぐる日英拮抗の接点として，英船との間で同盟内シェア争いが激しく展開さ
れることになった！22）
　日本とインドを結ぶ定期航路は，ボンベイ線・ジャワ経由カルカッタ線・
ラングーン経由カルカッタ線の三航路であった。
　周知のように，ボンベイ線は，復航の印棉積取だけでなく，往航の日本綿
糸布積出しの増加を通じて，日本紡績業発展の要諦航路としての性格を大戦
後も一層強めつつあった93）大阪商船は，P＆0．，オーストリアンロイド，イ
タリア郵船（N．G．1），日本郵船につぐ，第5の盟員として，1913年ボンベイ・
日本同盟に加盟していた。1913年における同盟のプールポイントにおける比
率は，P＆0．と日本郵船の各20％，大阪商船12％，イタリア郵船16％，オー
ストリアンロイド10％であったが，1915年にイタリア船，オーストリアンロ
イドが撤退したのを機に，大阪商船は，P＆0．と日本郵船の各36％に対して
24％へと増加させ，さらに1918年には3社平等とすることに成功した！24）印
棉輸入の増加が続くなかで，1925年には国際汽船が加盟し，ボンベイ・日本
間年12航海，日本，ボンベイ間6航海の配船が認められた。その後28年の契
約更新に際して，国際汽船の日本・ボンベイ間配船は年2航海に減ぜられた
が，いずれにせよ，同航路における，大阪商船のシェア拡大を軸とする日本
船の優勢は圧倒的であり，P＆0．は，運送量においては大戦前を上回りなが
らも，積取比率の点で凋落を免がれなかった。ちなみに1927年11月から1931
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年10月の4ヶ年の同盟における印棉積取実績は，日本郵船40．7％，大阪商船
40．6％，P＆0．の18．7％であった。（25）
　このように大阪商船と日本郵船が互いに競争しつつイギリス船のシェアを
奪い取っていく構造はカルカッタ航路においても共通していたといってよい。
同航路は，カルカッタでインド銃を底荷とし，ジュート，ガンニー，ラック
等の積取りを行い，またジャワ経由カルカッタ線の場合は，カルカッタ向ジ
ャワ糖が集荷の太宗であった！26）このうちで，カルカッタ航路としてより重
要なのは日本・ラングーン・カルカッタ線であった。同航路は，イギリスの
アプカア社とインド・チャイナ社（1．C．）によって創設されたが，1911年に同
航路に参入した日本郵船との競争の激化により業績の悪化したアプカア社を，
従来カルカッタ・海峡地間に配船していたP＆0．系のブリティシュ・インデ
ィア社（B．1．）が合併して日本まで航路を拡充したため，大戦直前には，B．1．
と1．Cの同盟対日本郵船の盟外配船による競争が行われていた！27）その後，
大戦中のイギリス船徴用のため日本郵船の地位が強化されると，それまで頑
強に反対していたBI。も交渉に入り，迂余曲折を経ながらも1918年には日本
郵船のカルカッタ同盟への加入が認められ，B．1．と1．C，の各年52航海に対し
年26航海の配船権を獲得したのであった！28）
　大戦に入ってから大阪商船も同航路への参入を図り，1918年にはまずジャ
ワ・カルカッタ線を開設し盟外船として運航する一方，カルカッタ同盟にも
日本・ラングーン・カルカッタ線の開設を申し入れたが，B．1．を中心に強硬
な反発に会い，結局1921年セレベス丸を第一船として差建て，航路開設に踏
み切ることとなった。同盟3社は，運賃を3割引下げ，またその後は2割～
4割7分引下げるなどして，一致してこれに対抗したが，戦後の海運不況の
なかで競争継続は次第に不可能となったため，大日本紡績連合会の申し入れ
を受け，1922年11月，大阪商船のジャワ・カルカッタ線からの撤退等を条件
に，月1回の配船を認めたのである。大阪商船が同盟に正式に加入したのは
1924年3月であった！29）
　さてわれわれとしては，先にボンベイ同盟においても見たように，同盟＝
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カルテル結成が決して競争を終わらせるものではないことに注目しておかな
ければなるまい。本航路においても激しいシェア争いやくり広げられたこと
はいうまでもない。まず日本郵船は，1918年加盟の際の年26航海の配船権が，
大戦中の臨時船差建ての実績にあわないとして20年，契約解除を予告した。
同盟対大阪商船の競争が続く一方で1923年6月にB．1．，C．L及び日本郵船の
各3社とも配船権を年36航海とする協定が成立し，また翌年には大阪商船が
年12航海の配船権を得て正式に加盟したのであった！30）また大阪商船も，19
28年の同盟規約の更新に際し，年24航海への増配権を得るためこの協定破棄
を通告したが，日本郵船がこれを支持したため，イギリス2社も結局は認め
ざるをえなかったのである！31）このような20年代のカルカッタ航路における
シェアの推移は，インド銃積取保証割当が，1923年には日本郵船33．3％，B．
1．3L8％，C．1．20．6％，大阪商船14．3％であったものが，28年には，各社同
順により，30％，29％，21％，20％に改めざるをえなかったことからもその
一端をうかがうことはできるであろう！32）
　このように，日本郵船と大阪商船はインド航路に相次いで参入し，漂しい
同盟内競争をくり広げながら，日本船のシェアを拡大していったのであり，
イギリス海運が恐催したのもまさにその点にあったといってよい。こうした
日本海運の競争的体質と，最終的には日本船が協調して欧米船に対峙する点
は極めて特徴的であるが，大阪商船は，日本郵船に次ぐ企業として，またた
えず社外船に追われる立場からも，積極的な航路政策の展開を必要とする位
置にいたといいうるのである！33）大戦から20年代前半にかけてのその航路政
策の重点が，既設航路への参入による葦洋航路網の拡充であったとすれば，
それが一段落したあとの20年代後半から30年代初頭にかけての航路政策は，
不況下にもかかわらず，さらに積極的な新航路の開拓を船舶建造とあわせて
推進したところに特徴があった。以下その点にふれておこう。
　ii）新航路の開拓
　大阪商船による独自の遠洋航路開拓は，1916年，笠戸丸を第一船とする南
米東岸線があった。同航路は，1920年，大阪商船が北米タコマ線の政府補助
　　　　　　　　　　　　　　一264一
を辞退した代償として，同年10月本航路に対し政府補助を受け，使用船6隻
年10航海に増配し，往航は南アフリカ経由に南下，復航は南米東岸より北上
し，ニューオリンズに寄港，パナマを経由して神戸に帰着するという，大阪
商船独自の南米世界一周航路として運航されることになった！34）大阪商船は，
同航路に優秀新造船を続々と配したいった。ちなみに，1925～26年に竣工し
たさんとす丸7200トン型3隻は，神戸・サントス間の所要日数を69日から47
日に短縮するものであったし，1929年～30年にかけては，ぶえのすあいれす
丸9千トン型2隻を竣工し，配船したのであった！35）
　同社はまた，1926年には東アフリカとの貿易拡大を図るため，東アフリカ
のモンバサ，ザンジバル，ダレサラムヘの直航便を開設し，それまでB。1．船
が積みとっていた往航の日本綿糸布，雑貨等，また，復航の棉花，天然ソー
ダ等の積取を開始した。同航路は政府からの命令航路になったので，大阪商
船は補助金を得て，4隻年10航海の配船を実行したのであった！36）
　このような航路開拓の背景には，日本とアフリカ間の貿易の増加があった
ことはあらためていうまでもない。しかし，貿易動向と密接な関連をもって
展開した航路といえば，北米航路の方がより重要であった。大阪商船は世界
不況下の1930年，社運をかけてニューヨーク急航線を開設したが，このよう
な不況下のビヘイビアを促した要因について次に考察しよう。
　北米航路は1896年に日本郵船が命令航路としてシアトル線を，また1898年
には東洋汽船が同じく命令航路としてサンフランシスコ線を開設，さらに大
阪商船も1909年には資本金の3分の1もの巨費を投じて香港・タコマ線を開
設した。大阪商船はその後，1915年11月から1917年にかけてサンフランシス
コ線を一時開いたが，6月に廃航としたのち，1919年の6月に香港・ニュー
オリンズ線を開設した。一方，1914年のパナマ運河開通により，日本からパ
ナマ経由ニューヨーク行き航路の開拓がすすめられることとなったが，まず
1916年に日本郵船が，続いて大阪商船も1920年にシンガポールを起点とする
ニューヨーク線を開設した。アメリカ東部と日本を結ぶニューヨーク線は北
米航路の幹線航路として重要性を急速に増すことになる！37）しかしこの航路
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にはイギリス，アメリカ，ノルウェーなどの企業がひしめき，20年代1こあい
ついで高速新型ディーゼル船を配したのに対し，大阪商船の使用船は戦時中
に発注された旧型船で，日本郵船に比しても速力が劣っていたため，運賃率
の低い集荷しかできず，赤字が続いていった。20年代を通じて不採算航路と
して推移したニューヨーク線の起死回生策として取り くまれたのが，ニュー
ヨーク急航線の開設である。その枢要をなしたのは高級貨物としての生糸を
従来の太平洋岸揚・大陸横断・ニューヨーク行きからパナマ経由ニューヨー
ク直揚に移そうとする動きであったが，各船会社が相次ぎ新鋭高速船を配置
するなかで，どのような抜本的対策を講じるかが決め手であった！38）
　まず生糸の荷動きについてみれば，1927年の糸価暴落に際し，ニューヨー
ク同盟の運賃が従価であることを利用して，急送不用のストック用生糸につ
き，パナマ経由の船便を利用するものがあらわれた。その後ニューヨークに
ナショナル生糸取引所が設立されたこともあってストック用の生糸積出しは
漸増した。一方，ニューヨーク同盟加盟の船会社は，28年に英船プリンスラ
イン，シルバーラインが9000トン，14ノット半の高速内燃ディーゼル船を配
置し，29年にはノルウェー船主ウィルヘルムゼンのオペレーター・米バーバ
ー社が14ノット半新造内燃ディーゼル船5隻を配して，フィリピン，日本，
パナマ経由ニューヨークの定期航路を開設，さらに英エラーマン，プリンス
ライン，シルバーラインもそれぞれ新造船舶を配して横浜・ニューヨーク間
の所要日数が30日に短縮されたため，生糸積取はパナマ経由が有利となった。
しかもその一方では低速経済船も跳梁したから，競争激化の中にあっては抜
本的な船質改善を行わないかぎり競争に対処しえないところにまで追いつめ
られていたのであった！39）この期におよび，大阪商船のとった抜本策は，8
千トン級快速ディーゼル船畿内丸型4隻と岸本汽船に建造させた関東丸・関
西丸の2隻の傭船を配し，1930年6月香港発畿内丸を第一船として，横浜・
ニューヨーク間を28日に短縮して運航するというものであった。その後33年
には長崎三菱造船所に発注した純国産ディーゼル船南海丸・北海丸も配して
計8隻年24航海としたが，この根本的な打開策により，生糸その他の優良荷
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物の積取が激増し，同航路における大阪商船と他社の形勢は一挙に逆転した
のである！40）
　しかし大阪商船のこのような成功をみて，同航路にはその後日本船の参入
が相次いだ。時あたかも，産業合理化の進展により原資材の計画買付が進展
しつつあり，また港湾・荷役設備の改良もあって，就航船の定期化・大型化
やスピード化が一層要請されていた。他方，海運業界でも運航採算の向上は
至上命題であったから，片航海の不合理を回避する工夫がより必要とされる
ようになった。このため従来不定期配船を行ってきたトランパーも定期航路
の開設を試みるようになり，他方ではライナーの日本郵船・大阪商船が不定
期配船を組み合わせるなどトランパーとライナーの相互の領域への進出が続
いていた。こうした状況のもとで，30年代に入るとニューヨーク航路には，
日本の社外船のトランパーが相次いで進出を図り，日本船を中心とする競争
が展開されていったのである！41）
　たとえば川崎汽船の場合は，1926年から北米太平洋岸に定期航路を開設し，
日本太平洋同盟に対する盟外配船を低率運賃で行うことで集荷をのばしてき
たが，同盟の生糸運賃引下げを契機に30年に加盟し，つづいて32年にはニュ
ーヨーク同盟運賃率の下での定期配船を開始した。さらに35年5月山下汽船
もニューヨーク同盟に加盟，川崎汽船扱い配船ののち，1937年10月からは自
社運航を開始するなど，日本船各社が高速ディーゼル船を集中的に配船し，
つぎつぎと航路に参入した！42）この間，ニューヨーク航路の投入船腹量にお
いて，日本は32年から過半をこえ，37年末には各国投入総量52万7千総トン
の63．4％を占めて2位アメリカの19．9％を遙かに引き離した！43）かくして第
二次大戦勃発にいたるまで，ニューヨーク航路は日本船の跳梁する激烈な競
争航路となったが，その先鞭をつけたのは大阪商船の優秀船の建造・投入を
伴なう抜本的な航路政策にあったといってよい。他方，日本郵船も1927年以
来優秀船建造計画に着手し，29年竣工の浅間丸をはじめ9隻12万余トンの優
秀船を建造して欧州航路，南米西岸線，シアトル線などに投入する積極政策
をとった点で同様であったが，大阪商船におけるニューヨーク急行線のよう
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な決定打を欠くうらみがあったことも付言しなければなるまい！44）
　さてこうしたニューヨーク急航線成功の背景では，日米貿易の構造的変化
と生糸輸出の激減が進行していたことは周知のとうりであるが，この危機下
において，社外船の定航化と優秀船建造が進み，競争構造が急速に変化をと
げたことは，また極めて特徴的だった！45）この点については，社外船各社が
20年代に古船主義による低コスト不定期船経営をつうじてその蓄積を進展さ
せてきていたこと，32年から実施された船舶改善助成施設が社外船にもその
補助の対象を拡大することにより，その優秀船建造をたすけたことなどが，
中川教授，山下教授によってくり返し指摘されている！46）ここでは，それら
について重複することは避け，ニューヨーク航路における競争の中心眼目が
優秀船新造競争となった理由として，北米航路におけるコンファレンスの性
格を仮設的に提示するにとどめよう。勿論その詳細な研究は今後をまたなけ
ればならないが，先に見たインド航路におけるそれと比較しても，若干のポ
イントを示すことは可能であろう。
　けだし1870年代以後イギリス海運が各定期航路で確立していった運賃同盟
のシステムにおいて，盟外割込船に対する斗争船の差建て，荷主に対する延
戻し制は，重要な柱をなすものであったといえよう！47）なぜなら，定期航路
経営にとって至上命題であるところの運賃率の安定と運送量の確保は，斗争
船を配しての集中的ダンピングと荷主への差別的優遇政策による締めつけを
両輪に参入障壁を維持することでなされてきたからである。インド航路割込
みの先駆をなした日本郵船の場合，その背後に大日本紡績連合会の強い支持
があったのであり！48）二番手の大阪商船の場合も，大阪の綿業者団体との連
携をぬきにしてはその参入は成功しなかったといってよいであろう！49）その
意味でいえば，後発資本主義国特有の組織性が，イギリスを中心とする欧州
海運カルテルの堅城を抜きえたといっても，あながち間違いではなく，逆に
いえばイギリス型海運カルテルの競争排除的性格はかなり強いものがあった
ともいえよう！50）そしてそのようなイギリス型海運カルテルの競争排除的性
格こそ，イギリス海運企業を漸次的に脆弱化していった要因であったと考え
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られるのである。そのことは「まとめ」において今後の問題提起とともにふ
れることにしよう。
　さて，こうしたイギリス主導型海運カルテルの性格に対して，第一次大戦
を機に急速な成長をとげたアメリカの場合，その性格を異にしていたといえ
る。1916年アメリカ船舶法では，コモンキャリアによる闘争船及び運賃延戻
し制が禁止され，プール及びその他の協定はあらかじめ連邦海運局に届出て
その許可を受けなければならなくなった！51）このため，北米航路では契約運
賃率が広く用いられるようになった。これは同盟船会社と契約し，同盟船へ
の一手積みを認める荷送人にたいして安い契約運賃率を適用するというもの
だが，船積数量と無関係の一率運賃率であり，当事者双方とも90日の短期間
で解約できた。また，斗争船を禁止されたことから，盟外船の割込みと低運
賃率運航に対しては，同盟の契約運賃率の引き下げ，あるいは同盟運賃率解
除によるオープンによって対抗するほかはなく，イギリス型コンファレンス
の闘争船方式におけるような機動性・集中性・徹底性を著しく欠いていたと
いえる！52）
　こうした同盟システムのもとで，契約運賃率は比較的高位に設定されてい
たから，高級品集荷をめぐる同盟内サービス競争と，盟外船による低コスト
運航による低級品集荷の事実上の許容という二重構造も生み出されていった
のである！53）20年代における大阪商船は，ニューヨーク航路において両者の
競争に圧迫される位置にいたことによりその業績を悪化させざるをえなかっ
たのであった。したがって，抜本的な新鋭船建造策は，高級品集荷のサービ
ス競争のトップに躍り出ることにより，この隆路を突破しようとするもので
あったといえる。かの幾内丸型は低燃料費高速力で同盟各社を凌駕していた
だけでなく，シルクルームや冷蔵貨物室等の特殊貨物積取設備をも兼備し，
その運航においては碇泊日数の削減が図られていた。従来の代理店を廃し，
ニューヨーク事務所を開設したこともそうしたサービス強化が目的であった
ことはいうまでもない舌54）
　しかし，このような大阪商船の抜本策は，直ちに邦船各社が見習うところ
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となり，先に述べた社外船トランパーの同航路への参人が相次ぐことになっ
た。かくして大阪商船の獲得した超過利潤は比較的短期間のうちに平均化さ
れてしまったのであるが，逆にいえば，同航路におけるかような競争構造こ
そ不況期における大阪商船の積極策を促追する要因であったともいえよう！55）
さきにみたイギリス主導型向盟の，参入障壁を高めて外からの競争を排除す
る特徴と比較するとき，ニューヨーク航路における競争はかなりオープンで
あり，またそれだけ競争も激しくそして，新たな水準に達しえない企業は淘
汰されていくことにもなった。この結果，日本の対米生糸輸出量が1929年の
63万俵を境に激減するなかで，日本船によるパナマ経由の積取高は逆に増加
をとげたのである！56）
　20年代末の大阪商船の拡張策のもう一事例としては，ニュージーランド航
路の開設があげられる。すでにふれたように，豪州航路においては，日本郵
船，大阪商船，E．＆A．，JALの四社による日本・豪州同盟をはじめ，香港・
豪州航路同盟等が組織されていたが，大阪商船はニュージーランドヘの直航
便がないことに着目して，前年12月から豪州航路に投入を開始した5400トン
級優秀ディーゼル船志どにい丸型3隻のニュージーランド寄港を決定し，19
30年9月内地発ぶりすべん丸をメルボルンからニュージーランドヘ延航させ
たのがそれである！57）これらは，羊毛積取のための設計を施し，冷蔵貨物設
備も有する新鋭船で，普通速力13．5ノットと他社を凌駕し，その高速によっ
て短縮された日数で，ニュージーランド羊毛の積取りなどを行うものであっ
た。この時期に豪州・ニュージーランド間の定期航路としては，P＆0．系の
Union　S．S。Co．of　N．Z．Ltd．が定期配船を行っており，大阪商船の延航は，
ニュージーランド海員組合，荷役人組合の反発を買ったが，結局豪州・ニュ
ージーランド相互間荷物を積取らないことを契約し，以後順調に推移した！58）
その後1935年には山下汽船もニュージーランド航路を開設，大阪商船も1936
年ニュージーランド直航線としたのであった。このような豪州・ニュージー
ランド航路への新鋭船投入の成果は如実にあらわれ，大阪商船の同航路にお
ける積取実績と運賃収入は，1928年の7万8千トン，287万円余から1934年
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には約12万トン，596万円へと増加した！59）ちなみにll4社のニューヨ＿ク線
の運賃収入は，34年が734万ilL35年1，202万円余であった！60）
　かくして20年代末以来の不況と業績悪化のなかでとられた大阪商船の積極
策はほぼ成功裏に推移したのである。もっとも積取実績を藤書1二のみから比較
すれば，1926－27年3ヵ年計に占める比率は，日本沿岸の22．3％，朝鮮・中
国・台湾・南洋等の東洋航路が57．7％，遠洋航路の20．0％に対し，1934－36
年の3ヵ年計では，日本沿岸の15．1％，東洋航路の66．4％，遠洋航路の18．5
％という内訳であり，東洋航路の比重が圧倒的に大きく，遠洋航路の内訳に
おいても，同時期の3ヵ年ずつ計において，インド航路が全航路総計の7．4
％から8。1％，アフリカ航路の0。7％から3．2％へと増加した他は，豪州航
路はL1％，南米航路は1．8％からL5％へとほぼかわらず，北米航路は
6。4％から4。6％へと減少し，欧州航路にいたっては2．6％から一時的に休
航したほどであった。しかし，比重が低下したとはいえ世界恐慌下にあって
遠洋航路が，1925－27年の467万トンから34－36年の553万トンとよく業績
を向上させえた理由は，20年代末以来の積極策にあったことはくり返すまで
もない！61）その間，1931年3月には郵商協調の共同声明が発表され，両社の
航路調整が行われた。また32年からは，船舶改善助成施設が三次にわたって
実施されるなど，世界不況の下での政府の一連の諸施策も展開されていった。
こうした中で，大阪商船は，37年には国際汽船を支配下におくなど，日本郵
船に対峙する海運企業としての地位を固めていったのである！62）
3．むすびにかえて
　　一日英比較経営史的覚書一
　以上われわれは，戦問期における大阪商船の航路政策を，前期の既設航路
への参入，後期の新航路開拓としてわけ，大阪商船をめぐる競争構造が，そ
の積極的航路政策を必然ならしめてきたことを明らかにしてきたが，それは
またわれわれをして，各定期航路を規制するカルテルとしての航路同盟の意
義，とりわけ19世紀以来イギリス海運の主導によって形成されてきた航路同
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盟と，大戦後の北米航路同盟の性格の相違にも，端緒的にせよ，眼をむけさ
せることになった。小論は，大阪商船の航路政策に課題を限定しており，そ
の財務政策についての考察を欠いているが，ここでは今後への問題提起とし
て，それらを含めつつ，イギリスの海運企業経営との比較上の論点を提起す
ることにより，小論のまとめにかえたい。
　主要な問題点は，大きく二点，あげることができよう。すなわち，景気循
環過程におけるイギリス海運企業と大阪商船にみられる日本海運企業のビヘ
イビアの相違が第一点であり，その背後にある構造的問題が第二点である。
　第一の問題は，大戦後の戦後恐慌，世界恐慌を二つの谷とする20～30年代
の景気循環過程にあって，両者のビヘイビアの様相が根本的に異っていたと
いう点である。とりわけ戦後ブームから恐慌期における9ビヘイビアの相違は
決定的であり，そのことが20年代の経営を規定する要因になったと考えられ
る。
　イギリスでは，大戦後の金本位制復帰をめぐる金融政策の動揺が企業金融
に重大な影響を与えていった！63）なかでも，大戦中に蓄積した利潤を戦後ブ
ーム期の投機的な水増し増資や合併に費消した〈戦時成長型＞企業群は，そ
の後のデフレ過程において深刻な打撃を被り，20年代を通じて弥縫的な救済
に依存せざるをえなくなった。こうした傾向は，とりわけ鉄鋼業など，いわ
ゆる旧産業の領域に顕著であった（64）が，同様の事態は海運業においても生
じていた。その一例がロイヤル・メールの場合であった。Royal　Mail　Packet
Co．とElder　Dempsterを中心に，造船会社Harland＆Wolffをも包摂する
この巨大海運グループは，戦後ブーム期に，水増し増資と株の相互持合いに
よる合併をくりかえした。勿論，戦後に喪失した船腹を補強するための船舶
の大量建造もなされはしたが，高船価であったこともあって，戦後恐慌期の
運賃率の急速な下落以後は，その水ぶくれした資産が重大な栓桔とならざる
をえなかったのである！65）戦後恐慌が深刻な負担をはらみながらも，イギリ
ス海運企業において比較的安易に受けとめられた理由は，恐慌のデフレ作用
を融和する要因も一方でたえず作用したからにほかならない。すなわち，21
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年10，月の貿易振興法（Trade　Facilitles　Act）の制定による船主への融資や，
銀行・金融機関との連携が比較的資金調達を容易にしており，またグループ
内の株の持合いは，長期にわたる経営の悪化を隠蔽する作用をはたしたので
ある。これらが，ロイヤル・メールにみられるような，財務のたてなおしを
不徹底にする要因となった！66〉
　これに対して，大戦から戦後恐慌にいたる大阪商船の財務政策は，比較的
健全であり，それが20年代の不況を乗りきり，積極的な新船建造政策を可能
とする要因にもなった。たとえば大阪商船も1915年から20年にかけて，たて
続けに増資を行い，払込資本金にして大戦前の1，856万円から6，250万円へと
急速な成長をとげたが，同時期に内部留保を822万円から7，847万円と増加さ
せ，その一方では大戦前の678万円の社債を20年には償還した。しかもこの
時期の増資は主として船舶建造のためのものであり，大戦中に同社は買船を
含めても，19隻11万7千総トンの船隊を整備することができたのである！67）
このような戦時・戦後期を通じての健全な財務政策に裏づけられた投資は，
その後の不況過程において同社の積極政策を支える基礎となった。その内部
留保は1923年までに半減し，その後20年代を通じて3，500万円前後を推移し
たが，戦後直ちに処理した債務負担の軽さが，その後，不況下の低利社債発
行を可能とし，20年代後半の積極的な優秀船建造策を可能とする重要な要因
となったからである！68）
　他方，ロイヤル・メールやキュナードの場合は，大戦から戦後ブーム期の
放漫財政が一貫して足枷となっていった。もちろんP＆0．のように比較的
健全な財務を維持し船舶建船投資を続けた企業もあったが，その積極的計画
性においては，日本企業のそれに及ばなかったのである！69）
　次に，このような日英ビヘイビアの相違の背後にある構造上の問題が提起
されることとなろう。
　日英海運業の構造上の相違点は，海運企業間競争の構造の問題，生産者・
貿易業者等との垂直的連関の二点にかかわるといえる。
　イギリスの海運が，定期船船主の巨大グループ化と群小不定期船会社の存
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在によって特徴づけられることはよく知られている！70）これに対し，日本の
特徴は，社船船主を社外船トランパーが追いあげる激しい競争構造にあった。
イギリスでは，カルカッタ航路の例でもみられるように，同航路内の競争会
社を合併し，競争の緩和を図りつつ，一航路一英企業独占へと進みつつあっ
た。このため荷主との関係においても，どうしても船会社が優越することに
なったから，運賃切下げの動因が直接的に作用しにくかったと考えられる。
さらにイギリス型海運同盟は，外国船との競争をも規制することで，こうし
た高運賃率を固定化していく役割をはたしたといってよいであろう！71）
　これに対して，日本の場合は，各航路に後続企業が割りこみ，互いに競争
することでそのシェアを拡大していった。さらにそうした企業問競争の激し
さと同時に，生産者団体の側からの強力なコスト切下げ要請がたえず働いて
いたことも見逃がせない。これらの圧力が，日本海運企業をたえず低コスト
競争に導き，結果的には航権の拡大をもたらしていったと考えられるのであ
る。
　また，イギリスの場合は，石炭と海運，鉄鋼・造船と海運の結合も一部で
進展したが，20年代の産業基軸の移行と，長期的な石炭・鉄鋼不況のもとで
は，業績悪化が相互に進行する悪循環を生み出していったことも指摘されな
ければなるまい572）
　これらの比較史的論点は，今後の研究において解明されなければならない
問題であるが，以上の管見のかぎりでも，冒頭の英帝国海運委員会の通説的
見解に再考の余地のあることは明らかであるといってよい。
　すなわち，第一に，同報告書のいう日本海運における国家保護・経済的組
織性の面での優越は，むしろ同報告書のイギリス自身についての認識を欠く
ものといってよい。国家保護という点からいえば，むしろ貿易振興法にみら
れるような措置が，非組織的に行われていたシティ中心型体質に問題があっ
た17り）また，組織性という点でもむしろイギリスの方が緊密であったといえ
なくもない。問題はその機能が競争排除的に作用することでコスト切下げに
結びつかなかった点にあったと考えられるのである。
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　第二に，以上の点を顧みれば，このようなイギリス型海運組織化とイギリ
ス型海運同盟は不可分な関係にあったであろうことも当然推測される。換言
するなら，第一次大戦後の世界経済における中心・周辺関係の構造的変化の
中で，イギリス型海運同盟の虚構性があらわになりつつあったにもかかわら
ず，それへの対処を欠いていたところにイギリス海運衰退の重要な要因があ
ったと考えられるのである。例えば，ボンベイ同盟において，イギリスが運
賃率決定のリーダーシップを喪失してしまっていたことなどがその一例であ
る！74）
　これらはなお今後の研究課題であることはくりかえすまでもないが，20年
代の大阪商船の航路政策の展開は，その積極性において典型的であり，また
それゆえに日英における海運経営の対躁的性格を明らかにする重要な事例と
考えられるのである。
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　頁）の所説について田付茉莉子教授の問題提起がある（「書評山下幸夫著『海運
　と造船業』」『経営史学』第19巻第4号，1985年1月，87頁）。
（35〉　日本郵船，前掲書，353－354頁。
（36〉　大阪商船三井船舶株式会社『大阪商船三井船舶百年史』　（1985年）。浅原丈平，前
　掲書，249頁。比重は当初それほど大きくなかったにせよ，同航路のその後の伸長に
　は見るべきものがあった。今後の研究課題であろう。
（37）　大阪商船，前掲『五十年史』，304－305頁。ニューヨーク急航線の開設をめぐっ
　ては，中川敬一郎教授の叙述と重なる部分も少なくない（前掲書，123－131頁を
　参照）。但し，小論では，北米航路におけるコンファレンスの性格と，日本海運企
　業の競争構造の問題を仮設的に提起することも一つのねらいとしている。
（38）　大阪商船株式会社『北米航路史』，116－117頁。浅原丈平，前掲書，269頁。
（39）往航ではバーバー社の日本寄港が社船の集荷に「相当ノ」影響を及ぼした。ま
　た復航では，シルバー，プリンス，手ラーマンのディーゼル化により，「運賃割高
　荷物ハ大部分此等快速船二逸走シ，又口物ハ『ファーン・ライン』『イスブランツ
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　　エン』等ノ低速経済船ノ漁ル庭トナリ，社船成績ハ落潮二転換ス」（日本郵船，前
　掲書，571頁）といった状況であった。
（40）　より詳しくは，山下幸夫教授による優秀船建造についての研究をあわせて参照
　　されたい。「戦間期日本の海運と造船業一第一次大戦後および昭和初期の不況と
　その克服の過程」『商学論集』第24巻第5・6号（1983年3月）。同，前掲書，第四章
　に改めて収録。大阪商船のニューヨーク急航線開航と優秀船建造については，同
　書の145－153頁に詳しい。
（41）　太洋海運，前掲書，173頁。中川敬一郎，前掲書，第五章1「社外船の定期航路
　への進出」。同，前掲論文，六節・七節（前掲編，工章所収）。中川教授は，「社外
　船主の定航化」にともなう多角的海運経営を可能にした条件として用船市場の組
　織化をあげておられる。これについては，小論の「結びにかえて」で端緒的に提
　起するように，イギリスにおける船会社の系列化＝組織化と多数のトランパーの
　存在という構造と比して，日本の場合，各航路において重複する多角的経営が競
　合しつつ存在しえた根拠がさらに明らかにされるべき問題としてあるように思え
　る。
（42）　日本郵船，前掲書，642頁。浅原丈平，前掲書，263頁。
（43）　川崎汽船，前掲書，92－93頁。
（44）　浅原丈平，前掲書，256頁。
（45）　船舶改善助成施設が，社外船主をも包摂することにより，その定航化を促進し
　たことについては，中川敬一郎，前掲書，第五章3節を参照。また，郵商提携を
　中心に，政府助成が海運業を救済し，企業の自由性を支える役割をはたしたとす
　る，ウィリアム・D・レイ「戦間期における企業の自主性と郵商提携問題」（中川
　敬一郎1前掲編，V【章所収）も参照されたい。
（46）　山下教授は，日本の海運と造船業が，　「船舶改善助成施設」においていわゆる
　「唇歯輔車」の関係を結んだという点を強調される。山下幸夫，前掲書，第五章，
　特に196頁を参照。
（47）　定期航路内部における航路同盟の形成とその形態については以下を参照された
　い。クルト・ギーゼ，臼杵春水訳『海運賃率論』（森山書店，1932年）第四章第三
　節Dの二。シュターペルフェルド，佐波宣平訳『海運運賃市場』（雄風館書房，19
　33年）第二編第一章。チンマーマン，松葉栄重・宮本太郎訳『海運及其経営』（弘
　学館，1930年）第二十一章。ダニエル，マルクス，　『国際海運カルテルー海運同
　盟による海運自己調整の研究一』（早稲田大学出版部，1958年）72－77頁。
（48）　日本郵船会社の前身，郵便汽船三菱会社が政府助成のもとで，Pacific　Mailや
　P＆O．の挑戦を退けたことについては，J・ヒルシュマイヤー／由井常彦『日本
　の経営発展一近代化と企業経営一』（東洋経済新報社，1977年）203－205頁を参
　照。日本郵船とインド棉花回漕問題については，三和良一「日本のカルテル」（宮
　本又治，中川敬一郎監修森川英正編『日本経営史講座4．日本の企業と国家』所
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　収）178－180頁を参照。
（49）　中川敬一郎，前掲書，117頁。
（50）　『東洋における英国海運』にみられるような日本の“組織性”に対する批判は，
　逆にいえばそうした組織性によってしか対峙しえない“自由競争”のもつ競争排
　除性を示すものともいえる。
（51）　マルクス，前掲書，171頁。
（52）　たとえば，川崎汽船が太平洋航路に割り込みを図ってから，同盟との妥協が成
　　り加盟する1930年までに5年の時日を要しているが，その間，直ちに採用した契
　約制も十分に機能していたとはいえず，　「昭和四年二至リテハ同社ノ生糸積取リ
　成績侮ル可カラザルモノアリタリ」（日本郵船，前掲書，643頁）という有様だっ
　た。
（53）　内部競争については，D・マルクス，前掲書，211頁。また盟外線との競争につ
　いて，同盟内で賃率切下げについての意見がまとまらない場合もあったといわれ
　る。例えば，日本郵船，前掲書，704頁。
（54）　大阪商船三井船舶株式会社『大阪商船株式会社八十年史』（1966年）423頁。大
　阪商船，前掲，『北米航路史』122－123頁。
（55）　同，253頁。
（56〉　恐慌下の貿易構造の急激な変化というマクロ的背景と，ニューヨーク急行線の
　開設による日本船のシェアの急増というミクロ的変化とのパラドキシカルな関係
　を媒介していた一つの重要な要因としては，日本海運の競争構造があったといえ
　よう。
（57）　大阪商船株式会社『豪州・新西蘭航路史』20頁。
（58）　同，112－114頁。
（59）　同，21頁。
（60）　大阪商船，前掲『北米航路史』422頁。
（61）　大阪商船，前掲『八十年史』712－713頁。
（62）　郵商提携については，浅原丈平，前掲書，273頁以下，及び，前掲，W．D．レイ
　論文を参照。
（63）　1920年代のイギリス資本主義の動向については，森恒夫『イギリス資本主義』
　（宇野弘蔵監修『帝国主義の研究4』，青木書店，1975年）第二章1を参照。
（64）　鉄鋼業の場合については，拙稿「1920年代におけるイギリス鉄鋼業の企業金融」
　『東京大学経済学研究』24号（1981年12月）をとりあえず参照されたい。
（65）Edwln　Green＆Michael　Moss，oρ碗．pp．50－51．戦後ブーム期における海
　運投機と過大資本化については，A．T．K、Grant，A　S醐g。∫彦he　Cαp加Z　Mαゲゐe診∫η
　B魏α∫π方o窺1919－1936（Frank　Cass＆Co．，2nded．1967）p．140にも記述がある。
（66）　ロイヤルメールに対するTFA融資額は20年代末までに1千万ポンドに達した。
　Green＆Moss，op。c琵．，pp．80－81，p．93．
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（67）　大阪商船株式会社『沿革大要』（1930年）28－36頁。　大阪商船三井船舶，前掲
　『百年史』但し，内部留保については『八十年史』付表を参照した。
（68）　大阪商船，前掲『五十年史』520－521頁。積立金については，同，508頁を参
　照。ニューヨーク急行線配船のための造船資金調達にむけての社債発行について
　は，村田省蔵『海運及び海運金融』116－118頁を参照。より詳しくは，杉山和雄
　「戦間期の船舶建造と金融一日本郵船および大阪商船の場合一」（中川敬一郎，前
　掲編書，IV章所収）を参照されたい。
（69）P＆0。の船舶建造については，Boyd　Cable，A魚癬ε4yeα¢sげP，＆0．（lvor
　Nicholson＆Watson　Limited，1937）279－280頁。またP＆0．の歴史については
　中川敬一郎「P＆0．汽船会社の成立一イギリス東洋海運史の一餉」『東京大学経
　済学論集』26巻1・2合併号（1959年3月），後藤伸「インドヘの汽船交通の確立一
　イギリス海運企業P．＆0。の成立によせて一」『香川大学経済論叢』第57巻第3号
　　（1984年12月）を参照。
（70）　スターミー，前掲書，461－475頁。
（71）　たとえば20年代におけるLever　Brothers社の子会社U．A．C．とロイヤル・メー
　ル系のElder　Dempsterの抗争も，西アフリカ航路同盟の高賃率を一方の要因と
　していた。P。N。Davies，丁馳Trα4ε〃蕗εrs’EZ4er鹿㎜ρ5ε併’πWes置∠4∫πcα，1852－
　1972（George　Allen＆Unwin，1973）p．246f．なおイギリスのコンフェランスの概略
　的歴史については，D．L．McLachlan“The　Conference　System　since1919”Bμ5’ηe55
　伍5ω矧，Vol．IV，No1（Dec．1961）も参照。
（72ナ　たとえばロイヤル・メールの場合には，Elder　Dempsterを中心に，造船会社
　Harland　Wolff，鉄鋼会社David　Colville＆Sonsとも連携があった。
（73）たとえばTFAの融資が一部にかたよっていたことについては，マクミラン委
　員会におけるSir　R．Nugentの発言がある（M∫剛es　o／E砂漉撹c励eηゐe西γd加
　Co㎜而漉εoη飛πα鴬e＆1而観瑠，QQ．8419－8420）。他方，日本の場合も，不況過
　程における航路補助金の底支え機能を無視はできないように思える。岡庭博『海
　運産業構造の研究』（海文堂，1964年）7頁を参照。
（74）　国民経済間の接点に立つ海運企業としては，生活水準，経済組織の相違を当然
　のことながらその背後にもっていたといってよいが，第一次大戦後の急激な世界
　経済内部の位置関係の変化により，イギリス海運企業主導の運賃率決定が機能し
　なくなっていたにもかかわらず，競争排除型運賃同盟に依存しなければならなか
　ったところに，イギリス海運衰退の一つの重要な要因もあったと考えられる。そ
　の一例はボンベイ同盟での日本郵船にリーダーシップを委ねた場合だが，この場
　合，イギリスの側からの自律的な運賃切下げ機能は失われていたといってもよい
　のである。（前掲『東洋における英国海運』184頁を参照。）
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〔付記〕
　本稿の作成にあたり，大阪商船三井船舶株式会社社史編纂室の貴重な資料
の閲覧の機会を得ることができました。総務部広報室長坂本政憲氏，同社史
編纂室長長瀬巌氏に末尾ながら，この場をかりて感謝の意を表します。
　　　　　　　　　　　　　　　『自鴎女子短大論集』10巻2号
　　　　　　　　　　　　　　　「戦間期における大阪商船の航路政策」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　杉　崎　京　太
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